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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鉄道車両が走行する第１軌道の始点から前記第１軌道の終点に至るまでの軌道変位の変
化を示す波の波形を軌道変位波形とし、前記第１軌道の凹凸の大きさを示す互いに異なる
複数の統計的性質値に基づいて、互いに異なる複数の軌道変位波形を仮想的に生成する第
１生成部と、
　前記第１生成部により生成された前記複数の軌道変位波形毎に、前記始点から前記終点
に至るまでの前記第１軌道の軌道変位を示す波の波形が、軌道変位波形が示す波形と一致
している場合における前記第１軌道を仮想的に走行する鉄道車両において、前記始点から
前記終点に至るまでの間に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形である振動波
形を生成する第２生成部と、
　前記第１生成部により生成された前記複数の軌道変位波形と、前記第２生成部により前
記複数の軌道変位毎に生成された前記振動波形とに基づいて、軌道変位の大きさと、振動
の大きさとの相関関係を示す対応情報を生成する第３生成部と、
　を備える情報処理装置。
【請求項２】
　前記始点から前記終点までの間は、複数の区間に分割されており、
　前記第１生成部は、生成した前記複数の軌道変位波形毎に、前記複数の区間毎の軌道変
位を示す軌道変位情報を生成し、
　前記第２生成部は、前記複数の軌道変位波形毎に生成した前記振動波形毎に、前記複数
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の区間毎の振動の大きさを示す振動情報を生成し、
　前記第３生成部は、前記第１生成部により生成された前記複数の区間毎の軌道変位情報
と、前記第２生成部により生成された前記複数の区間毎の振動情報とに基づいて、前記対
応情報を生成する、
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記第１生成部は、前記複数の区間毎の軌道変位の最大値を、前記複数の区間毎の軌道
変位として特定し、
　前記第２生成部は、前記複数の区間毎の振動の大きさの最大値を、前記複数の区間毎の
振動の大きさとして特定する、
　請求項２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　前記第３生成部は、前記第１生成部により生成された前記複数の区間毎の軌道変位情報
と、前記第２生成部により生成された前記複数の区間毎の振動情報との散布図に基づく回
帰分析により、応答曲面を示す情報を前記対応情報として生成する、
　請求項２又は３に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　前記第３生成部は、前記回帰分析として、ガウス過程回帰を用いる、
　請求項４に記載の情報処理装置。
【請求項６】
　前記対応情報が記憶される記憶部と、
　第１鉄道車両の前記第１軌道の走行において、前記始点から前記終点に至るまでの間に
発生すると推定される振動の変化を示す波の波形を示す対象振動波形情報と、前記記憶部
に記憶された前記対応情報とに基づいて、前記複数の区間毎の軌道変位を推定する推定部
と、
　を備える請求項２から５のうちいずれかに記載の情報処理装置。
【請求項７】
　前記第１生成部は、前記第１軌道を走行する鉄道車両の互いに異なる複数の速度毎に、
複数の軌道変位波形を生成し、
　前記第２生成部は、前記複数の速度のそれぞれに応じた前記複数の軌道変位波形毎に、
前記振動波形を生成し、
　前記第３生成部は、前記複数の速度のそれぞれに応じた前記対応情報を生成する、
　請求項１から６のうちいずれか一項に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　情報処理装置が行う情報処理方法であって、
　鉄道車両が走行する第１軌道の始点から前記第１軌道の終点に至るまでの軌道変位の変
化を示す波の波形を軌道変位波形とし、前記第１軌道の凹凸の大きさを示す互いに異なる
複数の統計的性質値に基づいて、互いに異なる複数の軌道変位波形を仮想的に生成する第
１生成ステップと、
　前記第１生成ステップにより生成された前記複数の軌道変位波形毎に、前記始点から前
記終点に至るまでの前記第１軌道の軌道変位を示す波の波形が、軌道変位波形が示す波形
と一致している場合における前記第１軌道を仮想的に走行する鉄道車両において、前記始
点から前記終点に至るまでの間に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形である
振動波形を生成する第２生成ステップと、
　前記第１生成ステップにより生成された前記複数の軌道変位波形と、前記第２生成ステ
ップにより前記複数の軌道変位毎に生成された前記振動波形とに基づいて、軌道変位の大
きさと、振動の大きさとの相関関係を示す対応情報を生成する第３生成ステップと、
　を有する情報処理方法。
【請求項９】
　コンピュータに、
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　鉄道車両が走行する第１軌道の始点から前記第１軌道の終点に至るまでの軌道変位の変
化を示す波の波形を軌道変位波形とし、前記第１軌道の凹凸の大きさを示す互いに異なる
複数の統計的性質値に基づいて、互いに異なる複数の軌道変位波形を仮想的に生成する第
１生成ステップと、
　前記第１生成ステップにより生成された前記複数の軌道変位波形毎に、前記始点から前
記終点に至るまでの前記第１軌道の軌道変位を示す波の波形が、軌道変位波形が示す波形
と一致している場合における前記第１軌道を仮想的に走行する鉄道車両において、前記始
点から前記終点に至るまでの間に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形である
振動波形を生成する第２生成ステップと、
　前記第１生成ステップにより生成された前記複数の軌道変位波形と、前記第２生成ステ
ップにより前記複数の軌道変位毎に生成された前記振動波形とに基づいて、軌道変位の大
きさと、振動の大きさとの相関関係を示す対応情報を生成する第３生成ステップと、
　を実行させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、情報処理装置、情報処理方法、及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電車等の鉄道車両が走行する軌道の保守点検作業を補助する技術についての研究、開発
が行われている。
【０００３】
　これに関し、鉄道車両の状態を示す情報として、鉄道車両の振動、速度、加速度、音、
反射光、画像、温度、湿度、車輪径の少なくとも１つを示す情報を取得し、取得した当該
情報に基づいて鉄道車両が走行する軌道の軌道変位の推定を行い、その推定結果を提供す
る鉄道用状態監視装置が知られている（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０２１－０４６１９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ここで、特許文献１に記載された鉄道用状態監視装置では、機械学習のモデルによって
軌道変位の推定が行われる。これは、従来、ある軌道を走行する鉄道車両の状態を示す情
報のうち、鉄道車両の振動、速度、加速度、音、反射光、画像、温度、湿度、車輪径のい
ずれが、当該軌道の軌道変位と強く相関しているのかが明確に分からなかったためである
。このため、当該鉄道用状態監視装置では、これら鉄道車両の状態を示す情報の扱いが煩
雑になり、軌道変位の推定を容易に行わせることが困難な場合があった。
【０００６】
　そこで本発明は、上記従来技術の問題に鑑みてなされたものであり、精度の高い軌道変
位の推定を容易に行わせることができる情報処理装置、情報処理方法、及びプログラムを
提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一態様は、鉄道車両が走行する第１軌道の始点から前記第１軌道の終点に至る
までの軌道変位の変化を示す波の波形を軌道変位波形とし、前記第１軌道の凹凸の大きさ
を示す互いに異なる複数の統計的性質値に基づいて、互いに異なる複数の軌道変位波形を
仮想的に生成する第１生成部と、前記第１生成部により生成された前記複数の軌道変位波
形毎に、前記始点から前記終点に至るまでの前記第１軌道の軌道変位を示す波の波形が、
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軌道変位波形が示す波形と一致している場合における前記第１軌道を仮想的に走行する鉄
道車両において、前記始点から前記終点に至るまでの間に発生すると推定される振動の変
化を示す波の波形である振動波形を生成する第２生成部と、前記第１生成部により生成さ
れた前記複数の軌道変位波形と、前記第２生成部により前記複数の軌道変位毎に生成され
た前記振動波形とに基づいて、軌道変位の大きさと、振動の大きさとの相関関係を示す対
応情報を生成する第３生成部と、を備える情報処理装置である。
【０００８】
　また、本発明の他の態様は、情報処理装置において、前記始点から前記終点までの間は
、複数の区間に分割されており、前記第１生成部は、生成した前記複数の軌道変位波形毎
に、前記複数の区間毎の軌道変位を示す軌道変位情報を生成し、前記第２生成部は、前記
複数の軌道変位波形毎に生成した前記振動波形毎に、前記複数の区間毎の振動の大きさを
示す振動情報を生成し、前記第３生成部は、前記第１生成部により生成された前記複数の
区間毎の軌道変位情報と、前記第２生成部により生成された前記複数の区間毎の振動情報
とに基づいて、前記対応情報を生成する、構成が用いられてもよい。
【０００９】
　また、本発明の他の態様は、情報処理装置において、前記第１生成部は、前記複数の区
間毎の軌道変位の最大値を、前記複数の区間毎の軌道変位として特定し、前記第２生成部
は、前記複数の区間毎の振動の大きさの最大値を、前記複数の区間毎の振動の大きさとし
て特定する、構成が用いられてもよい。
【００１０】
　また、本発明の他の態様は、情報処理装置において、前記第３生成部は、前記第１生成
部により生成された前記複数の区間毎の軌道変位情報と、前記第２生成部により生成され
た前記複数の区間毎の振動情報との散布図に基づく回帰分析により、応答曲面を示す情報
を前記対応情報として生成する、構成が用いられてもよい。
【００１１】
　また、本発明の他の態様は、情報処理装置において、前記第３生成部は、前記回帰分析
として、ガウス過程回帰を用いる、構成が用いられてもよい。
【００１２】
　また、本発明の他の態様は、情報処理装置において、前記対応情報が記憶される記憶部
と、第１鉄道車両の前記第１軌道の走行において、前記始点から前記終点に至るまでの間
に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形を示す対象振動波形情報と、前記記憶
部に記憶された前記対応情報とに基づいて、前記複数の区間毎の軌道変位を推定する推定
部と、を備える、構成が用いられてもよい。
【００１３】
　また、本発明の他の態様は、情報処理装置において、前記第１生成部は、前記第１軌道
を走行する鉄道車両の互いに異なる複数の速度毎に、複数の軌道変位波形を生成し、前記
第２生成部は、前記複数の速度のそれぞれに応じた前記複数の軌道変位波形毎に、前記振
動波形を生成し、前記第３生成部は、前記複数の速度のそれぞれに応じた前記対応情報を
生成する、構成が用いられてもよい。
【００１４】
　また、本発明の他の態様は、情報処理装置が行う情報処理方法であって、鉄道車両が走
行する第１軌道の始点から前記第１軌道の終点に至るまでの軌道変位の変化を示す波の波
形を軌道変位波形とし、前記第１軌道の凹凸の大きさを示す互いに異なる複数の統計的性
質値に基づいて、互いに異なる複数の軌道変位波形を仮想的に生成する第１生成ステップ
と、前記第１生成ステップにより生成された前記複数の軌道変位波形毎に、前記始点から
前記終点に至るまでの前記第１軌道の軌道変位を示す波の波形が、軌道変位波形が示す波
形と一致している場合における前記第１軌道を仮想的に走行する鉄道車両において、前記
始点から前記終点に至るまでの間に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形であ
る振動波形を生成する第２生成ステップと、前記第１生成ステップにより生成された前記
複数の軌道変位波形と、前記第２生成ステップにより前記複数の軌道変位毎に生成された
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前記振動波形とに基づいて、軌道変位の大きさと、振動の大きさとの相関関係を示す対応
情報を生成する第３生成ステップと、を有する情報処理方法である。
【００１５】
　また、本発明の他の態様は、コンピュータに、鉄道車両が走行する第１軌道の始点から
前記第１軌道の終点に至るまでの軌道変位の変化を示す波の波形を軌道変位波形とし、前
記第１軌道の凹凸の大きさを示す互いに異なる複数の統計的性質値に基づいて、互いに異
なる複数の軌道変位波形を仮想的に生成する第１生成ステップと、前記第１生成ステップ
により生成された前記複数の軌道変位波形毎に、前記始点から前記終点に至るまでの前記
第１軌道の軌道変位を示す波の波形が、軌道変位波形が示す波形と一致している場合にお
ける前記第１軌道を仮想的に走行する鉄道車両において、前記始点から前記終点に至るま
での間に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形である振動波形を生成する第２
生成ステップと、前記第１生成ステップにより生成された前記複数の軌道変位波形と、前
記第２生成ステップにより前記複数の軌道変位毎に生成された前記振動波形とに基づいて
、軌道変位の大きさと、振動の大きさとの相関関係を示す対応情報を生成する第３生成ス
テップと、を実行させるためのプログラムである。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、精度の高い軌道変位の推定を容易に行わせることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】情報処理システム１の構成の一例を示す図である。
【図２】情報処理装置３０のハードウェア構成の一例を示す図である。
【図３】情報処理装置３０の機能構成の一例を示す図である。
【図４】情報処理装置３０が対応情報を生成する処理の流れの一例を示す図である。
【図５】始点から終点に至るまでの軌道Ｒの軌道変位の変化の統計的性質を示す３つの統
計的性質値のそれぞれに基づいて生成されたパワースペクトル密度関数の一例を示す図で
ある。
【図６】パワースペクトル密度関数に基づいて生成された軌道変位波形を例示する図であ
る。
【図７】軌道変位波形から振動波形を生成する流れを説明するための図である。
【図８】振動波形の一部の一例を示す図である。
【図９】振動情報が示す絶対値によって振動波形をプロットし直したグラフの一例を示す
図である。
【図１０】ステップＳ２３０において第３生成部３６４が生成する散布図の一例を示す図
である。
【図１１】ステップＳ２３０において第３生成部３６４が生成する散布図の他の例を示す
図である。
【図１２】情報処理装置３０が対応情報に基づいて軌道変位を推定する処理の流れの一例
を示す図である。
【図１３】鉄道車両Ｔの走行情報に基づいて特定された軌道Ｒの各区間における軌道変位
を例示する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　＜実施形態＞
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照して説明する。
【００１９】
　＜情報処理装置の概要＞
　まず、本実施形態に係る情報処理装置の概要について説明する。
【００２０】
　実施形態に係る情報処理装置は、第１生成部と、第２生成部と、第３生成部を備える。
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第１生成部は、鉄道車両が走行する第１軌道の始点から第１軌道の終点に至るまでの軌道
変位の変化を示す波の波形を軌道変位波形とし、互いに異なる複数の軌道変位波形を生成
する。第２生成部は、第１生成部により生成された複数の軌道変位波形毎に、当該始点か
ら当該終点に至るまでの第１軌道の軌道変位を示す波の波形が、軌道変位波形が示す波形
と一致している場合における第１軌道を仮想的に走行する鉄道車両において、当該始点か
ら当該終点に至るまでの間に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形である振動
波形を生成する。第３生成部は、第１生成部により生成された複数の軌道変位波形と、第
２生成部により複数の軌道変位毎に生成された振動波形とに基づいて、軌道変位の大きさ
と、振動の大きさとの相関関係を示す対応情報を生成する。これにより、情報処理装置は
、第１軌道の軌道変位について、対応情報に基づく推定を行わせることができる。その結
果、情報処理装置は、精度の高い軌道変位の推定を容易に行わせることができる。
【００２１】
　以下では、実施形態に係る情報処理装置の構成と、当該情報処理装置が行う処理のうち
対応情報を生成する処理と、当該情報処理装置が行う処理のうち対応情報に基づいて軌道
変位を推定する処理とのそれぞれについて詳しく説明する。
【００２２】
　＜情報処理システムの構成＞
　以下、実施形態に係る情報処理装置を備える情報処理システムの一例として情報処理シ
ステム１を例に挙げて、当該情報処理システムの構成について説明する。図１は、情報処
理システム１の構成の一例を示す図である。
【００２３】
　情報処理システム１は、例えば、測定装置１０と、サーバ２０と、情報処理装置３０を
備える。なお、情報処理システム１において、測定装置１０と、サーバ２０と、情報処理
装置３０とのうちの一部又は全部は、一体に構成されてもよい。また、情報処理システム
１は、測定装置１０と、サーバ２０と、情報処理装置３０とに加えて、他の装置を備える
構成であってもよい。
【００２４】
　情報処理システム１は、測定装置１０が設置された鉄道車両が走行する軌道の始点から
当該軌道の終点までの間を複数の区間に仮想的に分割し、分割した複数の区間毎の軌道変
位を推定する。これら複数の区間のうちの一部又は全部は、互いに同じ距離の区間であっ
てもよく、互いに異なる距離の区間であってもよい。以下では、一例として、これら複数
の区間が、互いに同じ距離の区間であり、１０［ｍ］の区間である場合について説明する
。なお、これら複数の区間のそれぞれは、１０［ｍ］より短い距離の区間であってもよく
、１０［ｍ］より長い距離の区間であってもよい。
【００２５】
　情報処理システム１が推定する軌道変位は、高低変位、通り変位、水準変位、軌間変位
、平面性変位のうちのいずれであってもよく、高低変位、通り変位、水準変位、軌間変位
、平面性変位のうちの一部又は全部の組み合わせであってもよい。以下では、一例として
、情報処理システム１が推定する軌道変位が、高低変位である場合について説明する。
【００２６】
　ここで、以下では、一例として、図１に示した鉄道車両Ｔに測定装置１０が設置されて
いる場合について説明する。鉄道車両Ｔは、電車である。鉄道車両Ｔは、電車に代えて、
気動車、新交通システム、モノレール等の軌道（例えば、レール等）を走行する車両であ
れば、如何なる車両であってもよい。また、以下では、一例として、鉄道車両Ｔが走行す
る軌道が、図１に示した軌道Ｒである場合について説明する。軌道Ｒは、鉄道車両Ｔが走
行可能な軌道であれば、如何なる軌道であってもよい。すなわち、情報処理システム１は
、軌道Ｒの始点から軌道Ｒの終点までの間を複数の区間に仮想的に分割し、分割した複数
の区間毎の軌道変位を推定する。また、以下では、説明の便宜上、軌道Ｒの始点を、単に
始点と称して説明する。また、以下では、説明の便宜上、軌道Ｒの終点を、単に終点と称
して説明する。なお、始点は、軌道Ｒ上の経路のうち、情報処理システム１が軌道変位の
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推定を行う対象となる経路の始点のことである。この経路は、前述の軌道Ｒの複数の区間
により構成される。また、終点は、軌道Ｒ上の経路のうち、情報処理システム１が軌道変
位の推定を行う対象となる経路の終点のことである。
【００２７】
　また、情報処理システム１は、鉄道車両Ｔの走行情報に基づいて、始点から終点までの
各区間の軌道変位を推定する。以下では、説明の便宜上、鉄道車両Ｔの走行情報を、単に
走行情報と称して説明する。
【００２８】
　走行情報は、鉄道車両Ｔの走行時において、鉄道車両Ｔに設置された測定装置１０によ
り測定された各種の測定値を示す測定値情報を含む情報である。当該各種の測定値には、
予め決められた方向における鉄道車両Ｔの走行時の振動を示す測定値として、予め決めら
れた方向における鉄道車両Ｔの各時刻における加速度が含まれている。なお、当該各種の
測定値には、鉄道車両Ｔの走行時の各時刻における速度、角速度等が含まれている構成で
あってもよい。また、予め決められた方向における鉄道車両Ｔの走行時の振動を示す測定
値は、加速度に代えて、当該振動を示すことが可能な他の物理量であってもよい。以下で
は、説明を簡略化するため、一例として、当該各種の測定値として、予め決められた方向
における鉄道車両Ｔの各時刻における加速度と、鉄道車両Ｔの走行時の各時刻における速
度とが含まれている場合について説明する。ここで、予め決められた方向は、情報処理シ
ステム１が推定する軌道変位の種類に応じて決まる方向であり、１方向のみであってもよ
く、２以上の方向であってもよい。この一例では、情報処理システム１が推定する軌道変
位の種類は、高低変位である。このため、この一例における予め決められた方向は、上下
方向（鉛直方向）のみである。また、以下では、一例として、走行情報に、当該加速度を
示す測定値情報と、当該速度を示す測定値情報とに加えて、始点から終点までの走行を１
回の走行とする１回毎の鉄道車両Ｔの走行を識別する走行識別情報と、軌道Ｒ上の位置の
うち当該加速度及び当該速度が測定された位置を示す位置情報とが含まれている場合につ
いて説明する。また、以下では、一例として、当該加速度を示す測定値情報に、当該加速
度が測定された時刻を示す時刻情報が含まれている場合について説明する。また、以下で
は、一例として、当該速度を示す測定値情報に、当該速度が測定された時刻を示す時刻情
報が含まれている場合について説明する。また、以下では、説明の便宜上、当該加速度を
示す測定値情報を加速度情報と称し、当該速度を示す測定値情報を速度情報と称して説明
する。
【００２９】
　情報処理システム１では、このような走行情報は、サーバ２０により記憶される。また
、情報処理システム１では、サーバ２０に記憶された走行情報を情報処理装置３０がサー
バ２０から読み出す。そして、情報処理システム１では、サーバ２０から読み出した走行
情報に基づいて、情報処理装置３０が軌道変位を推定する。
【００３０】
　測定装置１０は、前述の各種の測定値を測定可能な装置（この一例では、加速度、速度
、軌道Ｒ上の位置、現在時刻を測定可能な装置）であれば、如何なる装置であってもよい
。測定装置１０は、例えば、多機能携帯電話（スマートフォン）、タブレットＰＣ（Pers
onal Computer）等のモバイル端末であってもよく、各種の測定値を測定可能なセンサを
搭載したノートＰＣ等の情報処理装置であってもよく、各種の測定値の測定を行う専用装
置であってもよく、各種の測定値を測定可能な他の装置であってもよい。
【００３１】
　測定装置１０は、例えば、Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標）等の無線ＬＡＮ、移動体通信網等を
介した無線通信により、サーバ２０と通信可能に接続される。すなわち、測定装置１０は
、サーバ２０と無線通信を行うことが可能な通信装置でもある。
【００３２】
　測定装置１０には、例えば、ユーザから受け付けた操作により、走行識別情報が予め登
録される。そして、測定装置１０は、鉄道車両Ｔの走行時において、予め決められた方向
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における時刻毎の鉄道車両Ｔの加速度と、鉄道車両Ｔの時刻毎の速度と、軌道Ｒ上の時刻
毎の位置とのそれぞれを所定のサンプリング周期で測定する。測定装置１０は、加速度及
び速度を測定する毎に、測定した加速度と、測定した速度と、現在の時刻と、測定した軌
道Ｒ上の位置と、予め登録されている走行識別情報とに基づいて、走行情報を生成する。
この一例では、測定装置１０は、走行情報を生成する際、軌道Ｒ上の距離のうち始点から
現在位置までの距離を算出し、算出した距離を軌道Ｒ上の位置として特定し直す。当該距
離を軌道Ｒ上の位置として特定し直す処理は、測定装置１０に代えて、サーバ２０、情報
処理装置３０等が行う構成であってもよい。測定装置１０は、走行情報を生成する毎に、
生成した走行情報をサーバ２０に送信し、サーバ２０に走行情報を記憶させる。ここで、
前述の始点は、軌道Ｒ上の位置のうち、軌道Ｒを走行中の鉄道車両Ｔにおいて各種の測定
値の測定を測定装置１０が開始する位置のことでもある。また、終点は、軌道Ｒ上の位置
のうち、軌道Ｒを走行中の鉄道車両において各種の測定値の測定を測定装置１０が終了す
る位置のことでもある。
【００３３】
　サーバ２０は、サーバとして機能させることが可能な情報処理装置であれば、如何なる
装置であってもよい。例えば、サーバ２０は、ワークステーション、デスクトップＰＣ等
であるが、これらに限られるわけではない。
【００３４】
　サーバ２０は、例えば、Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標）等の無線ＬＡＮ、移動体通信網等を介
した無線通信により、測定装置１０と通信可能に接続される。すなわち、サーバ２０は、
測定装置１０と無線通信を行うことが可能な通信装置でもある。また、サーバ２０は、無
線通信又は有線通信により、情報処理装置３０と通信可能に接続される。すなわち、サー
バ２０は、情報処理装置３０と無線通信又は有線通信を行うことが可能な通信装置でもあ
る。
【００３５】
　サーバ２０は、測定装置１０から送信される走行情報を受信した場合、受信した走行情
報を記憶する。この際、サーバ２０は、当該走行情報に含まれる走行識別情報毎に、当該
走行情報をまとめて記憶する。また、サーバ２０は、走行情報の取得の要求として、情報
処理装置３０から走行識別情報を取得した場合、取得した走行識別情報を含む複数の走行
情報を情報処理装置３０に送信する。
【００３６】
　情報処理装置３０は、例えば、ワークステーション、デスクトップＰＣ、ノートＰＣ、
タブレットＰＣ、多機能携帯電話端末、携帯電話端末、ＰＤＡ（Personal Digital Assis
tant）等であるが、これらに限られるわけではない。
【００３７】
　情報処理装置３０は、無線通信又は有線通信により、サーバ２０と通信可能に接続され
る。すなわち、情報処理装置３０は、サーバ２０と無線通信又は有線通信を行うことが可
能な通信装置でもある。
【００３８】
　情報処理装置３０は、ユーザから受け付けた操作に応じて、走行情報の取得の要求とし
て、走行識別情報をサーバ２０に送信する。情報処理装置３０は、サーバ２０に送信した
当該要求に対する応答として、当該要求として送信した走行識別情報を含む複数の走行情
報をサーバ２０から受信する。情報処理装置３０は、これら複数の走行情報を受信した場
合、受信した複数の走行情報と、予め記憶されている対応情報とに基づいて、軌道Ｒ上の
各区間における軌道変位を推定する。
【００３９】
　ここで、対応情報は、シミュレーションによって得られる情報であり、軌道変位の大き
さと、振動の大きさとの相関関係を示す情報のことである。より具体的には、対応情報は
、仮想的な軌道Ｒの各区間における軌道変位と、それらの軌道変位によって仮想的な軌道
Ｒを走行する仮想的な鉄道車両において各区間で予め決められた方向に生じると推定され
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る振動を示す加速度とが対応付けられた情報である。なお、対応情報は、シミュレーショ
ンによって得られた情報に代えて、実際の軌道Ｒの各区間における軌道変位と、それらの
軌道変位によって軌道Ｒを走行する鉄道車両において予め決められた方向に生じると推定
される振動を示す加速度とが対応付けられた情報であってもよい。また、これらの仮想的
な鉄道車両又は実際の鉄道車両は、鉄道車両Ｔであってもよく、軌道Ｒを走行可能な鉄道
車両であれば、鉄道車両Ｔと異なる鉄道車両であってもよい。例えば、対応情報は、軌道
Ｒ上のある区間での鉄道車両Ｔの加速度を入力すると、入力した加速度に対応付けられた
軌道変位を、当該区間の軌道変位として出力する関数、ルックアップテーブル等である。
【００４０】
　情報処理装置３０は、ユーザから受け付けた操作に応じて、このような対応情報を生成
する。より具体的には、情報処理装置３０は、始点から終点に至るまでの軌道変位の変化
を示す波の波形を軌道変位波形とし、互いに異なる複数の軌道変位波形を仮想的に生成す
る。換言すると、情報処理装置３０は、シミュレーションによってこれら複数の軌道変位
波形を生成する。これら複数の軌道変位波形同士は、各波形が示す軌道変位の変化の統計
的性質の違いによって区別される。複数の軌道変位波形を生成した後、情報処理装置３０
は、生成した複数の軌道変位波形毎に、軌道変位波形に応じた振動波形を生成する。ある
軌道変位波形に応じた振動波形は、始点から終点に至るまでの軌道変位の変化を示す波の
波形が、当該軌道変位波形が示す波形と一致している場合における軌道Ｒを仮想的に走行
する鉄道車両において、始点から終点に至るまでの間に予め決められた方向に発生すると
推定される加速度（すなわち、振動）の変化を示す波の波形のことである。情報処理装置
３０は、このような振動波形の生成を、車両モデルを用いて行う。車両モデルは、鉄道車
両についての数理モデル（物理モデル）であり、例えば、ＳＩＭＰＡＣＫ（登録商標）等
であるが、これに限られるわけではない。例えば、情報処理装置３０は、ある軌道変位波
形に応じた振動波形を生成した場合、軌道Ｒ上の区間毎に、区間における軌道変位の最大
値と、区間における加速度の絶対値の最大値とを対応付けた仮対応情報を生成する。情報
処理装置３０は、このような仮対応情報の生成を、すべての軌道変位波形毎に行う。そし
て、情報処理装置３０は、すべての軌道変位波形毎に生成した複数の仮対応情報に基づい
て、軌道変位の最大値と加速度の絶対値の最大値との散布図を生成し、生成した散布図に
基づく回帰分析を行う。この回帰分析の結果として、情報処理装置３０は、応答曲面を得
る。情報処理装置３０は、この応答曲面を示す情報を、前述の対応情報として生成する。
これにより、情報処理装置３０は、生成した対応情報により、精度の高い軌道変位の推定
を容易に行わせることができる。
【００４１】
　＜情報処理装置のハードウェア構成＞
　以下、図２を参照し、情報処理装置３０のハードウェア構成について説明する。図２は
、情報処理装置３０のハードウェア構成の一例を示す図である。
【００４２】
　情報処理装置３０は、例えば、プロセッサ３１と、記憶部３２と、入力受付部３３と、
通信部３４と、表示部３５を備える。また、情報処理装置３０は、通信部３４を介してサ
ーバ２０と通信を行う。これらの構成要素は、バスを介して相互に通信可能に接続されて
いる。
【００４３】
　プロセッサ３１は、例えば、ＣＰＵ（Central Processing Unit）である。なお、プロ
セッサ３１は、ＣＰＵに代えて、ＦＰＧＡ（Field Programmable Gate Array）等の他の
プロセッサであってもよい。プロセッサ３１は、記憶部３２に格納された各種のプログラ
ムを実行する。
【００４４】
　記憶部３２は、例えば、ＨＤＤ（Hard Disk Drive）やＳＳＤ（Solid State Drive）、
ＥＥＰＲＯＭ（Electrically Erasable Programmable Read Only Memory）、ＲＯＭ（Rea
d Only Memory）、ＲＡＭ（Random Access Memory）等を含む。なお、記憶部３２は、情
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報処理装置３０に内蔵されるものに代えて、ＵＳＢ（Universal Serial Bus）等のデジタ
ル入出力ポート等によって接続された外付け型の記憶装置であってもよい。記憶部３２は
、情報処理装置３０が処理する各種の情報、各種の画像、動作プログラム等を格納する。
【００４５】
　入力受付部３３は、例えば、キーボード、マウス、タッチパッド等を含む入力装置であ
り、ユーザからの入力（操作）を受け付ける。
【００４６】
　通信部３４は、例えば、ＵＳＢ等のデジタル入出力ポートやイーサネット（登録商標）
ポート等を含んで構成される。
【００４７】
　表示部３５は、例えば、ディスプレイを含む表示装置である。
【００４８】
　＜情報処理装置の機能構成＞
　以下、図３を参照し、情報処理装置３０の機能構成について説明する。図３は、情報処
理装置３０の機能構成の一例を示す図である。
【００４９】
　情報処理装置３０は、記憶部３２と、入力受付部３３と、通信部３４と、表示部３５と
、制御部３６を備える。
【００５０】
　制御部３６は、情報処理装置３０の全体を制御する。制御部３６は、受信部３６１と、
第１生成部３６２と、第２生成部３６３と、第３生成部３６４と、推定部３６５と、表示
制御部３６６を備える。制御部３６が備えるこれらの機能部は、例えば、プロセッサ３１
が、記憶部３２に記憶された各種のプログラムを実行することにより実現される。また、
当該機能部のうちの一部又は全部は、ＬＳＩ（Large Scale Integration）、ＡＳＩＣ（A
pplication Specific Integrated Circuit）等のハードウェア機能部であってもよい。
【００５１】
　受信部３６１は、ユーザから受け付けた操作に応じて、鉄道車両Ｔの走行情報の取得の
要求として、走行識別情報をサーバ２０に送信し、当該要求に対する応答として、送信し
た走行識別情報を含む当該走行情報を受信する。
【００５２】
　第１生成部３６２は、始点から終点に至るまでの軌道変位の変化を示す波の波形を軌道
変位波形とし、互いに異なる波形を示す複数の軌道変位波形を生成する。また、第１生成
部３６２は、生成した複数の軌道変位波形毎に、軌道Ｒ上の複数の区間毎の軌道変位を示
す軌道変位情報を生成する。
【００５３】
　第２生成部３６３は、第１生成部３６２により生成された複数の軌道変位波形毎に、始
点から終点に至るまでの軌道Ｒの軌道変位を示す波の波形が、軌道変位波形が示す波形と
一致している場合における軌道Ｒを仮想的に走行する鉄道車両において、始点から終点に
至るまでの間に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形である振動波形を生成す
る。また、第２生成部３６３は、複数の軌道変位波形毎に生成した振動波形毎に、複数の
区間毎の振動の大きさを示す振動情報を生成する。
【００５４】
　第３生成部３６４は、第１生成部３６２により生成された複数の軌道変位波形と、第２
生成部３６３により複数の軌道変位毎に生成された振動波形とに基づいて、軌道変位の大
きさと、振動の大きさとの相関関係を示す対応情報を生成する。より具体的には、第３生
成部３６４は、第１生成部３６２により生成された複数の区間毎の軌道変位情報と、第２
生成部３６３により生成された複数の区間毎の振動情報とに基づいて、対応情報を生成す
る。
【００５５】
　推定部３６５は、受信部３６１により受信された走行情報と、記憶部３２に記憶された
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対応情報（すなわち、第３生成部３６４により生成された対応情報）とに基づいて、軌道
Ｒ上の各区間の軌道変位を推定する。
【００５６】
　表示制御部３６６は、ユーザから受け付けた操作に応じて、各種の画像を生成する。表
示制御部３６６は、生成した画像を表示部３５に表示させる。例えば、表示制御部３６６
は、ユーザから受け付けた操作に応じて、推定部３６５による推定結果を示す情報を含む
画像を生成し、生成した当該画像を表示部３５に表示させる。
【００５７】
　＜対応情報を生成する処理＞
　以下、図４を参照し、情報処理装置３０が対応情報を生成する処理について説明する。
図４は、情報処理装置３０が対応情報を生成する処理の流れの一例を示す図である。以下
では、一例として、図４に示したステップＳ１１０の処理が開始されるよりも前のタイミ
ングにおいて、対応情報を生成する処理を開始する操作を情報処理装置３０が受け付けて
いる場合について説明する。
【００５８】
　対応情報を生成する処理を開始する操作を情報処理装置３０が受け付けた後、第１生成
部３６２は、始点から終点に至るまでの軌道Ｒの軌道変位の変化の統計的性質を示す互い
に異なる複数の統計的性質値毎に、ステップＳ１２０～ステップＳ２００の処理を繰り返
し行う（ステップＳ１１０）。図４では、ステップＳ１１０の処理が、「性質毎」によっ
て示されている。ここで、複数の統計的性質値のそれぞれは、軌道Ｒの凹凸の大きさを示
す量のことである。ステップＳ１１０において、第１生成部３６２は、例えば、複数の統
計的性質値を、ランダムに予め決められた数だけ生成する構成であってもよく、記憶部３
２に予め記憶された複数の統計的性質値のそれぞれを示す情報を記憶部３２から読み出す
構成であってもよく、他の方法により複数の統計的性質値を特定する構成であってもよい
。以下では、一例として、複数の統計的性質値が、０．３×１０－５（最も良い軌道状態
）、３×１０－５（標準軌道状態）、３０×１０－５（最も悪い軌道状態）の３つの軌道
状態である場合について説明する。また、以下では、説明の便宜上、ステップＳ１１０に
おいて第１生成部３６２により選択された統計的性質値を、対象統計的性質値と称して説
明する。
【００５９】
　ステップＳ１１０において対象統計的性質値を選択した後、第１生成部３６２は、選択
した軌道状態に対応したパワースペクトル密度関数に基づいて、軌道Ｒの凹凸を算出する
。そして、第１生成部３６２は、算出した軌道Ｒの凹凸に基づいて、始点から終点に至る
までの軌道Ｒの軌道変位の変化を表す波形を、軌道変位波形として生成する（ステップＳ
１２０）。
【００６０】
　ここで、図５は、始点から終点に至るまでの軌道Ｒの軌道変位の変化の統計的性質を示
す３つの統計的性質値のそれぞれに基づいて生成されたパワースペクトル密度関数の一例
を示す図である。図５に示したグラフの縦軸は、パワースペクトル密度関数の値を示す。
当該グラフの横軸は、空間周波数を示す。そして、図６は、パワースペクトル密度関数に
基づいて生成された軌道変位波形を例示する図である。図６には、図が煩雑になるのを防
ぐため、始点から終点に至るまでの軌道Ｒの軌道変位の変化の統計的性質を示す統計的性
質値を０．３×１０－５［ｍ－１］として算出されたパワースペクトル密度関数に基づく
軌道変位波形と、当該統計的性質値を３×１０－５［ｍ－１］として算出されたパワース
ペクトル密度関数に基づく軌道変位波形と、当該統計的性質値を３０×１０－５［ｍ－１

］として算出されたパワースペクトル密度関数に基づく軌道変位波形との３つの軌道変位
波形を示している。図６に示したグラフの縦軸は、軌道変位を示す。当該グラフの横軸は
、始点からの距離によって軌道Ｒ上の位置を示している。すなわち、この一例における軌
道変位波形は、始点からの距離に応じた軌道変位の変化を示す波形である。なお、始点か
ら終点に至るまでの軌道Ｒの軌道変位の変化の統計的性質を示す統計的性質値に基づいて
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パワースペクトル密度関数を算出する方法は、既知の方法であってもよく、これから開発
される方法であってもよい。また、パワースペクトル密度関数に基づいて軌道変位波形を
生成する方法は、既知の方法であってもよく、これから開発される方法であってもよい。
このため、本実施形態では、これら２つの方法については、説明を省略する。
【００６１】
　ステップＳ１２０の処理を行った後、第１生成部３６２は、始点から終点までの範囲を
、前述の複数の区間に区切り、区切った区間毎に、ステップＳ１４０の処理を繰り返し行
う（ステップＳ１３０）。なお、以下では、説明の便宜上、ステップＳ１３０において第
１生成部３６２により選択された区間を、対象区間と称して説明する。ステップＳ１３０
において、第１生成部３６２は、例えば、これら複数の区間を始点側から順に１つずつ対
象区間として選択する。なお、第１生成部３６２は、これら複数の空間を、ランダムに１
つずつ対象区間として選択する構成であってもよく、他の方法により１つずつ対象区間と
して選択する構成であってもよい。また、第１生成部３６２は、ステップＳ１３０～ステ
ップＳ１４０において繰り返される繰り返し処理のうちの一部又は全部を、並列に行う構
成であってもよい。
【００６２】
　ステップＳ１３０において対象区間を選択した後、第１生成部３６２は、ステップＳ１
２０において生成した軌道変位波形と、１０ｍ弦正矢法とに基づいて、対象区間における
軌道変位の最大値を特定し、特定した最大値を示す情報を、対象区間の軌道変位情報とし
て生成する（ステップＳ１４０）。ここで、１０ｍ弦正矢法を簡単に説明すると、１０ｍ
の糸の少なくとも一部が対象区間内に位置するように軌道Ｒ上に当該１０ｍの糸を撓まな
いように伸ばした状態で当て、糸の中間の位置から軌道Ｒまで鉛直下方に延びる直線の距
離を変位として測定する方法である。そして、１０ｍ弦正矢法では、この糸を伸ばした状
態のままずらしながら、この変位が最大となる位置を特定し、特定した位置における当該
変位を、対象区間における軌道変位の最大値として特定する。なお、１０ｍ弦正矢法につ
いては、よく知られた方法であるため、本実施形態では、これ以上の詳細な説明を省略す
る。また、ステップＳ１４０において、第１生成部３６２は、１０ｍ弦正矢法に代えて、
他の方法により対象区間における軌道変位の最大値を特定する構成であってもよい。例え
ば、第１生成部３６２は、１０ｍよりも短い距離の弦を用いた弦正矢法により、当該最大
値を特定する構成であってもよく、１０ｍよりも長い距離の弦を用いた弦正矢法により、
当該最大値を特定する構成であってもよい。
【００６３】
　ステップＳ１４０の処理を行った後、第１生成部３６２は、ステップＳ１３０に遷移し
、次の区間を対象区間として選択する。なお、ステップＳ１４０の処理を行った後、第１
生成部３６２は、次の対象区間として選択可能な区間が残っていない場合、ステップＳ１
３０～ステップＳ１４０の繰り返し処理を終了し、ステップＳ１５０に遷移する。
【００６４】
　ステップＳ１３０～ステップＳ１４０の繰り返し処理を第１生成部３６２が終了させた
後、第２生成部３６３は、軌道Ｒを仮想的に走行する鉄道車両の速度として予め決められ
た複数の速度毎に、ステップＳ１６０～ステップＳ２００の処理を繰り返し行う（ステッ
プＳ１５０）。以下では、一例として、これら複数の速度が、３０ｋｍ／ｈ、４０ｋｍ／
ｈ、５０ｋｍ／ｈ、６０ｋｍ／ｈ、７０ｋｍ／ｈ、８０ｋｍ／ｈのそれぞれである場合に
ついて説明する。なお、以下では、説明の便宜上、ステップＳ１５０において第２生成部
３６３により選択された速度を、対象速度と称して説明する。
【００６５】
　ステップＳ１５０において対象速度を選択した後、第２生成部３６３は、選択した対象
速度と、ステップＳ１２０において生成された軌道変位波形と、車両モデルとに基づいて
、車両モデルにより表される仮想的な鉄道車両に始点から終点まで軌道Ｒを対象速度で仮
想的に走行させた場合における振動波形を生成する（ステップＳ１６０）。ここで、この
振動波形は、当該場合、且つ、始点から終点に至るまでの軌道Ｒの軌道変位を示す波の波
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形が、当該軌道変位波形が示す波形と一致している場合において、始点から終点に至るま
での間に対象速度の当該鉄道車両に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形であ
る。また、この振動は、前述の予め決められた方向における振動である。すなわち、ステ
ップＳ１６０において、第２生成部３６３は、当該軌道変位波形が示す波形の軌道変位を
有する仮想的な軌道Ｒに対象速度で当該鉄道車両を仮想的に走行させることにより、当該
鉄道車両に振動を発生させ、その振動の始点から終点に至るまでの変化を示す振動波形を
生成する。なお、この一例において、予め決められた方向の当該鉄道車両の振動は、当該
方向における当該鉄道車両の加速度によって表される。すなわち、この一例において、振
動波形は、予め決められた方向についての当該鉄道車両の加速度の波形のことである。
【００６６】
　図７は、軌道変位波形から振動波形を生成する流れを説明するための図である。図７に
示したように、第２生成部３６３は、軌道変位波形を車両モデルに入力する。これにより
、第２生成部３６３は、軌道変位波形が示す波形の軌道変位を有する仮想的な軌道Ｒに対
象速度で当該鉄道車両を仮想的に走行させる。その結果、車両モデルは、その振動の始点
から終点に至るまでの変化を示す振動波形を出力する。このようにして、ステップＳ１６
０において第２生成部３６３は、ステップＳ１２０において生成された軌道変位波形に対
応する振動波形を生成する。
【００６７】
　ステップＳ１６０の処理を行った後、第２生成部３６３は、ステップＳ１３０において
第１生成部３６２が区切った複数の区間毎に、ステップＳ１８０～ステップＳ２００の処
理を繰り返し行う（ステップＳ１７０）。なお、以下では、説明の便宜上、ステップＳ１
７０において第２生成部３６３により選択された区間を、対象区間と称して説明する。ス
テップＳ１７０において、第２生成部３６３は、例えば、これら複数の区間を始点側から
順に１つずつ対象区間として選択する。また、第２生成部３６３は、これら複数の空間を
、ランダムに１つずつ対象区間として選択する構成であってもよく、他の方法により１つ
ずつ対象区間として選択する構成であってもよい。また、第２生成部３６３は、ステップ
Ｓ１７０～ステップＳ２００において繰り返される繰り返し処理のうちの一部又は全部を
、並列に行う構成であってもよい。
【００６８】
　ステップＳ１７０において対象区間を選択した後、第２生成部３６３は、ステップＳ１
６０において生成した振動波形と、ステップＳ１７０において選択した対象区間に基づい
て、振動情報を生成する（ステップＳ１８０）。より具体的には、ステップＳ１８０にお
いて、第２生成部３６３は、当該振動波形の中から対象区間内の各位置における加速度（
振動）を示す波形を抽出し、抽出した波形に基づいて、対象区間内における加速度の絶対
値（すなわち、振動の大きさ）の最大値を特定する。そして、第２生成部３６３は、特定
した絶対値を示す情報を、振動情報として生成する。図８は、振動波形の一例を示す図で
ある。図８に示したグラフの縦軸は、加速度、すなわち、振動を示す。当該グラフの横軸
は、始点からの距離によって軌道Ｒ上の位置を示している。図８に示した矢印は、図８に
示した各区間において加速度の絶対値が最大となる位置を示している。ステップＳ１８０
において、第２生成部３６３は、対象区間において加速度の絶対値が最大となる位置を特
定する。そして、第２生成部３６３は、特定した位置における加速度の絶対値を示す情報
を、対象区間の振動情報として生成する。図９は、振動情報が示す絶対値によって振動波
形をプロットし直したグラフの一例を示す図である。図９に示したグラフの縦軸は、加速
度の絶対値、すなわち、振動の大きさを示す。当該グラフの横軸は、始点からの距離によ
って軌道Ｒ上の位置を示している。当該グラフでは、各区間の中点において、その区間に
おける加速度の絶対値の最大値がプロットされている。このため、当該グラフでは、各区
間での振動の激しさを比較することができる。
【００６９】
　次に、第２生成部３６３は、ステップＳ１３０～ステップＳ１４０の繰り返し処理にお
いて生成された軌道変位情報のうち、ステップＳ１７０において選択された対象区間の軌
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道変位情報を特定する。そして、第２生成部３６３は、特定した軌道変位情報と、ステッ
プＳ１８０において生成した振動情報とを対応付けた情報を、仮対応情報として生成する
（ステップＳ１９０）。
【００７０】
　次に、第２生成部３６３は、ステップＳ１９０において生成した仮対応情報を、記憶部
３２に記憶させる（ステップＳ２００）。この際、第２生成部３６３は、ステップＳ１５
０において選択された対象速度を示す速度情報を仮対応情報に対応付けて、仮対応情報を
記憶部３２に記憶させる。
【００７１】
　ステップＳ２００の処理を行った後、第２生成部３６３は、ステップＳ１７０に遷移し
、次の区間を対象区間として選択する。なお、ステップＳ２００の処理を行った後、第２
生成部３６３は、次の対象区間として選択可能な区間が残っていない場合、ステップＳ１
７０～ステップＳ２００の繰り返し処理を終了してからステップＳ１５０に遷移し、次の
速度を対象速度として選択する。なお、ステップＳ１７０～ステップＳ２００の繰り返し
処理を終了した後、第１生成部３６２は、次の対象速度として選択可能な速度が残ってい
ない場合、ステップＳ１５０～ステップＳ２００の繰り返し処理を第２生成部３６３が終
了させてからステップＳ１１０に遷移し、次の統計的性質値を対象統計的性質値として選
択する。なお、ステップＳ１５０～ステップＳ２００の繰り返し処理を第２生成部３６３
が終了させた後、第１生成部３６２は、次の対象統計的性質値として選択可能な統計的性
質値が残っていない場合、ステップＳ１１０～ステップＳ２００の繰り返し処理を終了す
る。
【００７２】
　ステップＳ１１０～ステップＳ２００の繰り返し処理を第１生成部３６２が終了させた
後、第３生成部３６４は、軌道Ｒを仮想的に走行する鉄道車両の速度として予め決められ
た複数の速度毎に、ステップＳ２２０～ステップＳ２４０の処理を繰り返し行う（ステッ
プＳ２１０）。ここで、これら複数の速度は、ステップＳ１５０において第２生成部３６
３が対象速度として選択する対象としていた複数の速度と同じ複数の速度である。なお、
以下では、説明の便宜上、ステップＳ２１０において第３生成部３６４により選択された
速度を、対象速度と称して説明する。
【００７３】
　ステップＳ２１０において対象速度を選択した後、第３生成部３６４は、選択した対象
速度を示す速度情報に対応付けられた複数の仮対応情報をすべて、記憶部３２から読み出
す（ステップＳ２２０）。
【００７４】
　次に、第３生成部３６４は、ステップＳ２２０において読み出した複数の仮対応情報の
それぞれを、軌道Ｒの軌道変位を示す縦軸と、加速度の絶対値を示す横軸とを有するグラ
フ上にプロットした散布図を生成する。そして、第３生成部３６４は、生成した散布図に
基づく回帰分析を行い、応答曲面を算出し、算出した応答曲面を示す情報を対応情報とし
て生成する（ステップＳ２３０）。ここで、第３生成部３６４は、例えば、回帰分析とし
てガウス過程回帰を用いて応答曲面を算出する。なお、第３生成部３６４は、直線回帰等
の他の回帰分析を用いて応答曲面を算出する構成であってもよい。また、ガウス過程回帰
については、既によく知られている回帰分析であるため、本実施形態において詳細な説明
を省略する。
【００７５】
　ここで、図１０は、ステップＳ２３０において第３生成部３６４が生成する散布図の一
例を示す図である。図１０に示したグラフの縦軸は、軌道Ｒの軌道変位を示す。当該グラ
フの横軸は、加速度の絶対値を示す。当該グラフ上の複数の丸は、当該グラフ上にプロッ
トされた個々の仮対応情報を示す。当該グラフは、軌道Ｒの軌道変位と、軌道Ｒを走行す
る鉄道車両において予め決められた方向に生じる加速度の絶対値（振動の大きさ）との間
に相関関係があることを示している。従来においてこの相関関係が存在しているのか否か
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がはっきりしていなかったのは、この散布図における各プロットの分散が大きいためであ
ると考えられる。そして、当該グラフ上の点線Ｆ１は、この散布図に基づくガウス過程回
帰の結果として得られた応答曲面を示す。ハッチングされた領域Ｒ１は、点線Ｆ１が示す
応答曲面の誤差範囲であり、標準偏差をσとして応答曲面の値を中心値とする±１σの誤
差範囲を示す。なお、散布図上のプロットの分布と応答曲面の形状とは、ステップＳ２１
０において対象速度として選択される速度に応じて変わる。図１０に示した散布図上のプ
ロットの分布と応答曲面の形状とは、対象速度が［６０ｋｍ／ｈ］である場合の分布及び
形状である。
【００７６】
　なお、散布図上のプロットの数が増えると、回帰分析に要する時間が長くなる。そこで
、第３生成部３６４は、回帰分析に要する時間を短くするため、散布図の横軸を所定間隔
のビンに区切り、各ビンの範囲内に含まれる複数のプロットそれぞれに対応する軌道変位
の平均値を、各ビンのプロットとして１つにまとめる構成であってもよい。この場合、図
１０に示した散布図は、図１１に示した散布図のようになる。図１１は、ステップＳ２３
０において第３生成部３６４が生成する散布図の他の例を示す図である。ただし、図１１
に示した例では、所定間隔は、０．１［ｍ／ｓ２］である。これにより、第３生成部３６
４は、回帰分析に要する時間を短くすることができる。なお、図１１に示したグラフの縦
軸は、軌道Ｒの軌道変位を示す。当該グラフの横軸は、加速度の絶対値を示す。当該グラ
フ上の複数の丸は、平均化されてから当該グラフ上にプロットされた個々の仮対応情報を
示す。そして、当該グラフ上の点線Ｆ２は、この散布図に基づくガウス過程回帰の結果と
して得られた応答曲面を示す。ハッチングされた領域Ｒ２は、点線Ｆ２が示す応答曲面の
誤差範囲であり、標準偏差をσとして応答曲面の値を中心値とする±１σの誤差範囲を示
す。
【００７７】
　以上のようにして得られた応答曲面を示す対応情報は、軌道変位の大きさと、振動の大
きさとの相関関係を示す情報である。換言すると、当該対応情報は、予め決められた方向
における鉄道車両の加速度毎に、加速度と、その加速度を生じさせたと推定される軌道Ｒ
の軌道変位とが対応付けられた情報である。そして、当該対応情報は、前述した通り、例
えば、予め決められた方向における鉄道車両の加速度を入力すると、入力した加速度に対
応付けられた軌道Ｒの軌道変位を出力する関数、ルックアップテーブル等である。
【００７８】
　ステップＳ２３０の処理を行った後、第３生成部３６４は、ステップＳ２３０において
生成した対応情報を記憶部３２に記憶させる（ステップＳ２４０）。この際、第３生成部
３６４は、ステップＳ２１０において選択した対象速度を示す速度情報を当該対応情報に
対応付けて、当該対応情報を記憶部３２に記憶させる。その後、第３生成部３６４は、ス
テップＳ２１０に遷移し、次の速度を対象速度として選択する。なお、ステップＳ２４０
の処理を行った後、第３生成部３６４は、次の対象速度として選択可能な速度が残ってい
ない場合、ステップＳ２１０～ステップＳ２４０の繰り返し処理を終了し、図４に示した
フローチャートの処理を終了する。
【００７９】
　以上のように、情報処理装置３０は、始点から終点に至るまでの軌道変位の変化を示す
波の波形を軌道変位波形とし、互いに異なる複数の軌道変位波形を生成し、生成した複数
の軌道変位波形毎に、始点から終点に至るまでの軌道Ｒの軌道変位を示す波の波形が、軌
道変位波形が示す波形と一致している場合における軌道Ｒを仮想的に走行する鉄道車両に
おいて、始点から終点に至るまでの間に発生すると推定される振動の変化を示す波の波形
である振動波形を生成し、生成した複数の軌道変位波形と、複数の軌道変位毎に生成した
振動波形とに基づいて、軌道変位の大きさと、振動の大きさとの相関関係を示す対応情報
を生成する。これにより、情報処理装置３０は、生成した対応情報に基づいて、精度の高
い軌道変位の推定を容易に行わせることができる。
【００８０】
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　なお、情報処理装置３０は、軌道検測車により測定された情報として、軌道Ｒ上の複数
の区間毎に、軌道変位と、軌道検測車の振動の大きさとを対応付ける情報（すなわち、軌
道検測車によって実測された仮対応情報）を、ステップＳ１１０の処理が行われるよりも
前のタイミングにおいて取得していた場合、ステップＳ２３０において、前述の散布図に
当該情報を付加的にプロットする構成であってもよい。この場合も、情報処理装置３０は
、前述したステップＳ２３０の処理と同様の処理により、ガウス過程回帰に基づく応答曲
面を算出することができる。そして、この場合、当該情報がない場合と比較して、算出さ
れる応答曲面が示す相関関係の推定精度が高くなる。すなわち、情報処理装置３０は、当
該情報を用いることにより、より高い精度の軌道変位の推定を行わせることが可能な対応
情報を生成することができる。
【００８１】
　また、情報処理装置３０は、始点から終点に至るまでの鉄道車両Ｔの速度が一定（又は
ほぼ一定）、且つ、既知である場合、ステップＳ１５０～ステップＳ２００の繰り返し処
理を行わず、代わりにステップＳ１６０～ステップＳ２００の処理を１回行う構成であっ
てもよい。この場合、ステップＳ１６０～ステップＳ２００の処理において用いる速度は
、鉄道車両Ｔの速度である。また、この場合、情報処理装置３０は、ステップＳ２１０～
ステップＳ２４０の繰り返し処理を行わず、代わりにステップＳ２２０～ステップＳ２４
０の処理を１回行う。そして、この場合、情報処理装置３０は、ステップＳ２４０におい
て、鉄道車両Ｔの速度が一定、且つ、既知であるため、対応情報に速度情報を対応付ける
構成であってもよく、対応情報に速度情報を対応付けない構成であってもよい。
【００８２】
　＜対応情報に基づいて軌道変位を推定する処理＞
　以下、図１２を参照し、情報処理装置３０が対応情報に基づいて軌道変位を推定する処
理について説明する。図１２は、情報処理装置３０が対応情報に基づいて軌道変位を推定
する処理の流れの一例を示す図である。以下では、一例として、図１２に示したステップ
Ｓ３１０の処理が開始されるよりも前のタイミングにおいて、鉄道車両Ｔの走行情報に基
づく軌道Ｒの軌道変位の推定を開始する操作を情報処理装置３０が受け付けている場合に
ついて説明する。また、以下では、一例として、当該タイミングにおいて、情報処理装置
３０が、当該操作に応じて、当該走行情報の取得の要求をサーバ２０に送信している場合
について説明する。また、以下では、当該タイミングにおいて、図４に示したフローチャ
ートの処理によって対応情報が記憶部３２に記憶されている場合について説明する。
【００８３】
　サーバ２０に走行情報の取得の要求を送信した後、受信部３６１は、当該要求に対する
応答として、当該要求として送信した走行識別情報を含む複数の走行情報を受信する（ス
テップＳ３１０）。
【００８４】
　次に、推定部３６５は、ステップＳ３１０において受信部３６１により受信された複数
の走行情報に基づいて、記憶部３２から対応情報を読み出す（ステップＳ３２０）。より
具体的には、推定部３６５は、当該複数の走行情報のそれぞれに含まれる情報のうちの速
度情報が示す速度を特定する。そして、推定部３６５は、例えば、特定した複数の速度が
互いに同じ速度である場合、それらの速度と最も近い速度を示す速度情報に対応付けられ
た対応情報を記憶部３２から読み出す。一方、推定部３６５は、例えば、特定した複数の
速度が互いに異なる速度である場合、それらの速度の平均値を算出する。そして、推定部
３６５は、算出した平均値と最も近い速度を示す速度情報に対応付けられた対応情報を記
憶部３２から読み出す。
【００８５】
　次に、推定部３６５は、始点から終点までの範囲を、互いに同じ距離の複数の区間に区
切り、区切った区間毎に、ステップＳ３４０～ステップＳ３５０の処理を繰り返し行う（
ステップＳ３３０）。ここで、これら複数の区間それぞれの距離は、図４に示したステッ
プＳ１３０のように１０［ｍ］であってもよく、１０［ｍ］より短い距離であってもよく
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、１０［ｍ］より長い距離であってもよい。なお、以下では、説明の便宜上、ステップＳ
３３０において推定部３６５により選択された区間を、対象区間と称して説明する。ステ
ップＳ３３０において、推定部３６５は、例えば、これら複数の区間を始点側から順に１
つずつ対象区間として選択する。なお、推定部３６５は、これら複数の空間を、ランダム
に１つずつ対象区間として選択する構成であってもよく、他の方法により１つずつ対象区
間として選択する構成であってもよい。また、推定部３６５は、ステップＳ３３０～ステ
ップＳ３５０において繰り返される繰り返し処理のうちの一部又は全部を、並列に行う構
成であってもよい。
【００８６】
　ステップＳ３３０において対象区間を選択した後、推定部３６５は、ステップＳ３１０
において受信した走行情報に基づいて、選択した対象区間における予め決められた方向の
鉄道車両Ｔの加速度の絶対値の最大値を特定する。そして、推定部３６５は、特定した最
大値を、対象区間の加速度の絶対値の最大値（すなわち、対象区間において鉄道車両Ｔの
予め決められた方向に発生した振動の大きさの最大値）として特定する（ステップＳ３４
０）。
【００８７】
　次に、推定部３６５は、ステップＳ３２０において読み出した対応情報と、ステップＳ
３４０において特定した加速度の絶対値の最大値とに基づいて、対象区間における軌道Ｒ
の軌道変位を特定（推定）する（ステップＳ３５０）。すなわち、ステップＳ３５０にお
いて、推定部３６５は、当該対応情報に基づいて、当該加速度の絶対値の最大値に対応付
けられた当該軌道変位を特定する。
【００８８】
　ステップＳ３５０の処理を行った後、推定部３６５は、ステップＳ３３０に遷移し、次
の区間を対象区間として選択する。なお、ステップＳ３５０の処理を行った後、推定部３
６５は、次の対象区間として選択可能な区間が残っていない場合、ステップＳ３３０～ス
テップＳ３５０の繰り返し処理を終了し、ステップＳ３６０に遷移する。
【００８９】
　このように、推定部３６５は、ステップＳ３３０～ステップＳ３５０の繰り返し処理に
より、始点から終点までの各区間における軌道変位を特定（推定）することができる。図
１３は、鉄道車両Ｔの走行情報に基づいて特定された軌道Ｒの各区間における軌道変位を
例示する図である。図１３には、２０２１年２月２日、２０２１年２月３日、２０２１年
２月４日、２０２１年２月８日、２０２１年２月１０日、２０２１年２月２４日、２０２
１年２月２５日、２０２１年２月２６日のそれぞれにおいて鉄道車両Ｔの走行情報に基づ
いて特定された軌道Ｒの各区間における軌道変位を示すグラフが示されている。当該グラ
フの横軸は、始点からの距離によって軌道Ｒ上の位置を示している。そして、当該グラフ
上においてハッチングされている各領域は、始点から終点までの各区間に対応している。
ハッチングＨ１は、０［ｍ］以上３×１０－３［ｍ］未満の範囲内に軌道変位が含まれる
区間を示している。ハッチングＨ２は、３×１０－３［ｍ］以上１０×１０－３［ｍ］未
満の範囲内に軌道変位が含まれる区間を示している。ハッチングＨ３は、１０×１０－３

［ｍ］以上１５×１０－３［ｍ］未満の範囲内に軌道変位が含まれる区間を示している。
ハッチングＨ４は、１５×１０－３［ｍ］以上２０×１０－３［ｍ］未満の範囲内に軌道
変位が含まれる区間を示している。ハッチングＨ５は、２０×１０－３［ｍ］以上２５×
１０－３［ｍ］未満の範囲内に軌道変位が含まれる区間を示している。ハッチングＨ６は
、軌道変位が２５×１０－３［ｍ］以上である区間を示している。図１３を見ると、軌道
Ｒ上の位置のうち始点から２５．７［ｋｍ］の位置と、軌道Ｒ上の位置のうち始点から２
５．８［ｋｍ］の位置との間、及び、軌道Ｒ上の位置のうち始点から２５．８［ｋｍ］の
位置と、軌道Ｒ上の位置のうち始点から２５．９［ｋｍ］の位置との間に、軌道変位が大
きくなっている区間が存在していることが分かる。これにより、情報処理装置３０のユー
ザは、周囲と比較して軌道変位が大きい箇所を、軌道Ｒにおいて異常が生じる可能性の高
い箇所として容易に特定することができる。そして、この特定は、軌道変位と、振動の大
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きさとの間の相関関係を示す対応情報に基づいて行われているため、推定結果の導出過程
がブラックボックス化されている機械学習のモデルを用いた場合と比較して、信頼性が高
い。なお、軌道変位が大きくなっている区間がある範囲に含まれるように現れている理由
は、鉄道車両Ｔの位置の特定に用いられているＧＰＳの精度が高くないためであると考え
られる。このため、情報処理装置３０は、測定装置１０が用いるＧＰＳ（Global Positio
ning System）等の位置特定の精度の向上に応じて、軌道変位が高い区間を更に精度よく
特定することができるようになる。
【００９０】
　ステップＳ３３０～ステップＳ３５０の繰り返し処理を推定部３６５が終了させた後、
表示制御部３６６は、ステップＳ３３０～ステップＳ３５０の繰り返し処理によって推定
部３６５が特定した各区間の軌道変位に基づいて、始点から終点に至るまでの間における
軌道Ｒの軌道変位の変化を示す波形を示す画像を含む軌道変位波形画像を生成する（ステ
ップＳ３６０）。軌道変位波形画像は、当該画像を含む画像であれば、如何なる画像であ
ってもよい。例えば、軌道変位波形画像は、図１３に示したグラフを含む画像であっても
よい。
【００９１】
　表示制御部３６６は、ステップＳ３６０において生成した軌道変位波形画像を表示部３
５に表示させ、図１２に示したフローチャートの処理を終了する。
【００９２】
　以上のように、情報処理装置３０は、記憶部３２に予め記憶された対応情報と、サーバ
２０から受信した鉄道車両Ｔの走行情報とに基づいて、軌道Ｒ上の各区間の軌道変位を推
定する。これにより、情報処理装置３０は、推定した軌道Ｒ上の各区間の軌道変位に基づ
いて、軌道Ｒの保守作業を効率化させることができる。
【００９３】
　以上説明したように、本実施形態に係る情報処理装置（上記において説明した例では、
情報処理装置３０）は、鉄道車両（上記において説明した例では、車両モデルが表す鉄道
車両）が走行する第１軌道（上記において説明した例では、軌道Ｒ）の始点から第１軌道
の終点に至るまでの軌道変位の変化を示す波の波形を軌道変位波形とし、互いに異なる複
数の軌道変位波形を生成する第１生成部（上記において説明した例では、第１生成部３６
２）と、第１生成部により生成された複数の軌道変位波形毎に、始点から終点に至るまで
の第１軌道の軌道変位を示す波の波形が、軌道変位波形が示す波形と一致している場合に
おける第１軌道を仮想的に走行する鉄道車両において、始点から終点に至るまでの間に発
生すると推定される振動の変化を示す波の波形である振動波形を生成する第２生成部（第
２生成部３６３）と、第１生成部により生成された複数の軌道変位波形と、第２生成部に
より複数の軌道変位毎に生成された振動波形とに基づいて、軌道変位の大きさと、振動の
大きさとの相関関係を示す対応情報を生成する第３生成部（上記において説明した例では
、第３生成部３６４）と、を備える。これにより、情報処理装置は、精度の高い軌道変位
の推定を容易に行わせることができる。
【００９４】
　また、情報処理装置では、始点から終点までの間は、複数の区間に分割されており、第
１生成部は、生成した複数の軌道変位波形毎に、複数の区間毎の軌道変位を示す軌道変位
情報を生成し、第２生成部は、複数の軌道変位波形毎に生成した振動波形毎に、複数の区
間毎の振動の大きさを示す振動情報を生成し、第３生成部は、第１生成部により生成され
た複数の区間毎の軌道変位情報と、第２生成部により生成された複数の区間毎の振動情報
とに基づいて、対応情報を生成する、構成が用いられてもよい。これにより、情報処理装
置は、複数の区間それぞれの距離を調整することにより、対応情報の生成に要する時間を
短くすること、対応情報が示す相関関係の信頼性を向上させること等ができる。
【００９５】
　また、情報処理装置では、第１生成部は、複数の区間毎の軌道変位の最大値を、複数の
区間毎の軌道変位として特定し、第２生成部は、複数の区間毎の振動の大きさの最大値を
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、複数の区間毎の振動の大きさとして特定する、構成が用いられてもよい。これにより、
情報処理装置は、対応情報に基づいて推定される軌道変位が過小評価されてしまうことを
抑制することができる。
【００９６】
　また、情報処理装置では、第３生成部は、第１生成部により生成された複数の区間毎の
軌道変位情報と、第２生成部により生成された複数の区間毎の振動情報との散布図に基づ
く回帰分析により、応答曲面を示す情報を対応情報として生成する、構成が用いられても
よい。これにより、情報処理装置は、軌道変位と振動の大きさとの相関関係を明示的に示
すことができるとともに、鉄道車両の振動の大きさによって第１軌道上の各区間の軌道変
位の推定を行わせることができる。これは、軌道変位の推定を簡易なものにすることに繋
がるため、望ましいことである。
【００９７】
　また、情報処理装置では、第３生成部は、回帰分析として、ガウス過程回帰を用いる、
構成が用いられてもよい。これにより、情報処理装置は、直線回帰を用いる場合と比較し
て、軌道変位についてより高い精度の推定を実現させる対応情報を生成することができる
。
【００９８】
　また、情報処理装置では、対応情報が記憶される記憶部（上記において説明した例では
、記憶部３２）と、第１鉄道車両（上記において説明した例では、鉄道車両Ｔ）の第１軌
道の走行において、始点から終点に至るまでの間に発生すると推定される振動の変化を示
す波の波形を示す対象振動波形情報と、記憶部に記憶された対応情報とに基づいて、複数
の区間毎の軌道変位を推定する推定部（上記において説明した例では、推定部３６５）と
、を備える、構成が用いられてもよい。これにより、情報処理装置は、推定した第１軌道
上の各区間の軌道変位に基づいて、第１軌道の保守作業を効率化させることができる。
【００９９】
　また、情報処理装置では、第１生成部は、第１軌道を走行する鉄道車両の互いに異なる
複数の速度毎に、複数の軌道変位波形を生成し、第２生成部は、複数の速度のそれぞれに
応じた複数の軌道変位波形毎に、振動波形を生成し、第３生成部は、複数の速度のそれぞ
れに応じた対応情報を生成する、構成が用いられてもよい。これにより、情報処理装置は
、対応情報に基づく軌道変位の推定について、第１軌道を走行する第１鉄道車両の速度に
よる不定性を小さくすることができる。
【０１００】
　以上、この発明の実施形態を、図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこの実
施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない限り、変更、置換、削除等
されてもよい。
【０１０１】
　また、以上に説明した装置（例えば、測定装置１０、サーバ２０、情報処理装置３０等
）における任意の構成部の機能を実現するためのプログラムを、コンピュータ読み取り可
能な記録媒体に記録し、そのプログラムをコンピュータシステムに読み込ませて実行する
ようにしてもよい。なお、ここでいう「コンピュータシステム」とは、ＯＳ（Operating
System）や周辺機器等のハードウェアを含むものとする。また、「コンピュータ読み取り
可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気ディスク、ＲＯＭ（Read Only Me
mory）、ＣＤ（Compact Disk）－ＲＯＭ等の可搬媒体、コンピュータシステムに内蔵され
るハードディスク等の記憶装置のことをいう。さらに「コンピュータ読み取り可能な記録
媒体」とは、インターネット等のネットワークや電話回線等の通信回線を介してプログラ
ムが送信された場合のサーバやクライアントとなるコンピュータシステム内部の揮発性メ
モリー（ＲＡＭ：Random Access Memory）のように、一定時間プログラムを保持している
ものも含むものとする。
【０１０２】
　また、上記のプログラムは、このプログラムを記憶装置等に格納したコンピュータシス
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テムから、伝送媒体を介して、あるいは、伝送媒体中の伝送波により他のコンピュータシ
ステムに伝送されてもよい。ここで、プログラムを伝送する「伝送媒体」は、インターネ
ット等のネットワーク（通信網）や電話回線等の通信回線（通信線）のように情報を伝送
する機能を有する媒体のことをいう。
　また、上記のプログラムは、前述した機能の一部を実現するためのものであってもよい
。さらに、上記のプログラムは、前述した機能をコンピュータシステムにすでに記録され
ているプログラムとの組み合わせで実現できるもの、いわゆる差分ファイル（差分プログ
ラム）であってもよい。
【符号の説明】
【０１０３】
１…情報処理システム、１０…測定装置、２０…サーバ、３０…情報処理装置、３１…プ
ロセッサ、３２…記憶部、３３…入力受付部、３４…通信部、３５…表示部、３６…制御
部、３６１…受信部、３６２…第１生成部、３６３…第２生成部、３６４…第３生成部、
３６５…推定部、３６６…表示制御部、Ｒ…軌道、Ｔ…鉄道車両

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】

【図８】
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【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】 【図１３】
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